
 

 

 

 

日本記者クラブ 

シリーズ企画「戦後 70 年 語る・問う」 

  
 

アメリカにとって「戦後」とは何か 
 
 

渡辺 靖 慶應義塾大学教授  
２０１４年１２月１２日 

 

アメリカから見た戦後 70 年について、渡辺靖・慶應義塾大学教授が分析した。 

アメリカには南北戦争からベトナム戦争、冷戦とさまざまな戦後が混在する。第

二次世界大戦の戦後について「黄金の 50 年代」というイメージが古き良きアメリ

カの原風景として大きな役割を果たしてきた。その 50 年代に対する異議申し立て

として 60 年代、70 年代があり、60 年代に対するさらなる異議申し立てとして 80

年代からの保守潮流がある、と現代アメリカの流れを整理して提示した。アメリ

カ例外主義、ポスト・モダン、パラダイム・ロスト、反知性主義などの概念で戦

後史と現在を読み解いた。 

さらに、アメリカにとって日本の戦後はどうみえるか、についても論じた。アメ

リカ人にとって、戦中と戦後の日本は別の社会と認識されているし、現在の日本

はアメリカとの和解に成功した社会だ、とみなされている。しかし、戦後日本の

保守とは何か、は理解が難しく、最近の日本の右派をアメリカ主導の戦後秩序を

否定しかねない動きと警戒する見方も強い。慰安婦問題と靖国参拝についてもア

メリカの懸念を説明した。その上で、安倍晋三首相が 2015 年、訪米し、議会上下

両院合同会議で演説することに期待し、河野談話の継承と日韓関係の改善が前提

条件となると指摘した。 

 

 

司会：会田弘継 日本記者クラブ企画委員長（共同通信社特別編集委員） 

日本記者クラブ Youtube チャンネル  

https://www.youtube.com/watch?v=dWqvXoHNhZI&list=UU_iMvY293APrYBx0CJReIVw 

○C 公益社団法人 日本記者クラブ
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司会（会田弘継・日本記者クラブ企画委員

長） きょうは、「戦後 70 年 語る・問う」

のシリーズで第 9回目になるのですが、慶應

大学教授の渡辺靖先生をお迎えしました。

「アメリカにとっての『戦後』とは何か」と

いう演題でお話をいただいて、その後、質疑

に入りたいと思います。 

アメリカの戦後とは何かと考えて、第二次

世界大戦の後の戦後について、アメリカには

我々みたいな戦後の感覚があるんだろうか、

そういう疑問にお答えいただけるだろうと

期待しています。 

渡辺先生は日本の有数のアメリカウオッ

チャーであり、最近は、パブリック・ディプ

ロマシー、外交の問題にも深い造詣を持たれ、

いろんな書物をお書きになっています。 

 

複数の戦後が混在する 南北戦争、
第一次大戦、第二次大戦、冷戦、
ベトナム、アフガン、イラク 

 

渡辺靖 ご紹介どうもありがとうござい

ます。慶應大学の渡辺靖でございます。 

「アメリカにとって『戦後』とは何か」と

いうことで、話をさせていただければと思い

ます。 

ちょうどことしの 9月ですか、御嶽山が噴

火した際に、「戦後最悪の火山災害」という

言い方をされまして、こういうときにまで

「戦後」という形でくくられるのかと、つく

づく日本にとって「戦後」という言葉の持っ

ている意味の大きさを改めて実感した次第

です。 

東日本大震災が起きた後、戦後はここで終

わって、これからは「ポスト戦後の時代であ

る」、あるいは「ポスト 3.11 の時代である」

と言われていました。実際は、3.11 はかな

り風化してしまい、やはり残っていくのは

1945、その戦後のようで、改めてその重さを

再認識した次第です。 

では、アメリカにとってはどうだったのか

をメインにお話しさせていただきたいと思

います。 

アメリカの場合は、第二次世界大戦はもち

ろんですけれども、ベトナム戦争、それから

冷戦全般、湾岸戦争、アフガニスタン戦争、

イラク戦争と多くの戦後がございます。私自

身、1990 年にアメリカに留学したのですけ

れども、ちょうど大学 1年生の寮に南部出身

の学生が、南部同盟の旗をぶら下げていて、

学校側が、こういうのは分離主義的なことだ

からやめなさいと注意したことがありまし

た。私がいた大学だけではなくて、ほかの大

学でもまだ、南部出身の学生の一部には、南

軍の旗を掲げる人がいて、要するにまだ南北

戦争が終わっていないのだ、ということを強

く実感しました。南北戦争の戦後は、アメリ

カではまだ残っているということですね。 

南北戦争が行われたのは 1860 年代ですか

ら、日本で言うと戊辰戦争が行われたころで

す。私が大学生のころに、例えば会津若松出

身の学生が同じように旗を掲げたという話

は聞きませんから、やはりアメリカにとって

はまだ、南北戦争の戦後は続いている。そし

て、第二次世界大戦後にも複数の戦後が混在

している状況にあるということを実感した

わけです。 

 

テロとの戦い 戦後を知らない状
態に 

 

さらに言えば、イスラム国など、テロとの

戦いという形で、実はいまも戦中にあります。

テロというのは、拡大解釈が可能なので、し

かもグローバルな広がりも持ち得る概念で

すので、言ってみれば、ほとんど恒久的な戦

時体制、戦中状態にある。言い方を変えれば、

平時と戦時の区別がますます曖昧になりつ

つある時代にあると言えますし、あるいは、

おそらく人類史上初めて、戦後を知らない状

態にあるとも言えます。 

このことは何もアメリカだけではなくて、

日本にとっても同じことが言えて、戦後に対
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する意識は高いですけれども、その一方で、

いま実は戦中にあるのだという意識は案外

低いのかもしれません。このあたり温度差が

結構あって、1945 年を起点に日本の安全保

障を考えていくべきなのか、それとも 2001

年を起点に考えていくべきかという点で、い

まの日本の国内においても、この問題は実は

根が深い乖離を生み出しているのではない

かと思います。 

 

戦争がアメリカのアイデンティテ
ィー形成の節目になった 

 

アメリカに話を戻しまして、幾つかの戦後

がありましたけれども、戦争がアメリカとい

う国家のアイデンティティー、つまり自己認

識の形成に大きな節目になってきたことは

事実だと思います。南北戦争の後の戦後には、

近代国家、すなわち国民国家として統一し、

発展していきました。ちょうどそのころは、

国際政治のメインアクターが国民国家にな

った時代で、アメリカのみならず、イタリア、

ドイツ、日本でもほぼパラレルの動きがみら

れました。 

第一次世界大戦の後の戦後には、アメリカ

が、それまでの孤立主義から国際社会の中心

舞台に躍り出てくるようになって、外との関

与を深めた。外と触れ合う、交わることで、

言ってみれば国民文化、アメリカ文化への関

心が非常に高くなって、例えば 1920 年代に

はＮＢＣとか、ＣＢＳによるラジオの全国放

送が始まり、1930 年代には全国的な世論調

査として有名なギャラップ調査が実施され、

全国的な週刊誌「ＬＩＦＥ（ライフ）」の刊

行などが相次いだ。単に国家的な、制度的な

統一だけではなく、国民文化という意味での

文化的な統合を行う一つの契機になったの

も、第一次世界大戦の後の戦後だと思います。 

それから、第二次世界大戦後は、超大国と

しての自意識が芽生えた時代で、タイム・ラ

イフ社の創業者であるヘンリー・ルースが論

説の中で、「アメリカの世紀（American 

Century）」と表現したことは有名です。第

二次世界大戦における戦い、それから、その

後のソ連との冷戦の中で、“American way of 

life（アメリカン・ウェイ・オブ・ライフ）”、

つまりアメリカ的生活様式、そしてアメリカ

は自由と民主主義の盟主なのだ、という自負

心が深まり、国内外に繰り返し説き、鼓舞し

ていったように思います。 

そして、第二次世界大戦の後の戦後のこの

自己認識が、実は今日にまで影響を与え、ア

メリカの現代を考えるうえで基本的な参照

点になっている、あるいは、言い方を変えれ

ば、アメリカの呪縛の原点になっている、と

も言えるかと思います。 

ちなみに、アメリカで「アメリカ学会」が

できたのは 1951 年で、第二次世界大戦の後

にできたわけです。冷戦の中で、アメリカの

魅力とは何か、アメリカらしさとは何か、文

化のアイデンティティーは何かということ

を盛んに模索した時期にアメリカ学会が立

ち上がったのはいかにも象徴的です。 

また、エリアスタディーズと言われている

地域研究が盛んに確立し始めたのも第二次

世界大戦の後の戦後の話です。アメリカの戦

略的な目的、あるいはアメリカの覇権を維持

するうえで、他者理解としての地域研究が必

要だという認識がありました。学問と地政学

的な背景が実はリンクしていることの一つ

の例だと思います。 

 

黄金の50年代 古き良きアメリカ
の原風景 

 

1950 年代の話をしましたけれども、この

50 年代は、「黄金の 50年代」という言い方

をされます。対外的には、いま申しましたよ

うに、反共、あるいは自由主義圏の盟主、あ

るいは超大国としての繁栄をきわめた時代

でもあります。それから、国内的には、いわ

ゆる「古き良きアメリカ」の原風景になって

いるのが 1950 年代のアメリカで、白人が主

流で、累進課税と再分配がまだ手厚くあって、
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比較的分厚いミドルクラスが基礎をなして

いた。 

アメリカはもともと格差社会ですけれど

も、その中でも比較的格差が小さかった時代

で、特に戦後荒廃したヨーロッパや日本から

比べるとはるかに明るくて豊かなアメリカ

の一つの時代だったと言えると思います。 

政治的にも、もちろん共和党、民主党とい

う区別はありましたけれども、全体としては

大きな政府への、つまりニューディール体制

への積極的な支持があり、また政府への信頼

度も大体 6割から 7割ぐらいあり、非常に高

い時代でもありました。いまは多分その半分、

あるいはそれに満たないところまで下がっ

ています。こういった面からしても、50 年

代はアメリカにとっての繁栄の一つのピー

クである、というイメージが強く、それが戦

後のアメリカを考えるうえで一つの大きな

基点、あるべき社会像の原点になっていると

思います。 

 

60年代は50年代に対する異議申し
立てと伝統主義 

 

ところが、1960 年代に入りますと、50 年

代的なものに対する異議申し立て、あるいは

反動が起こり、社会的には、公民権運動や女

性解放があったり、カウンターカルチャーが

隆盛したり、とさまざまな動きがありました。 

ビル・クリントン元大統領が、「60 年代

がよかったと思う人は、あなたはリベラルだ。

もし 60 年代はとんでもない時代だったと思

う人は、あなたは保守だ」と説明したことが

ありました。50年代に対する異議申し立て、

あるいは反動としての 60 年代があり、その

反動に対する反動が出てきたのもまた 60 年

代の特徴でもありました。歴史家のジョー

ジ・ナッシュが「Traditionalism（伝統主義）」

という言葉を言っていますけれども、60 年

代は行き過ぎだ、50 年代こそはアメリカが

求めるべき真の伝統なのだ、とする言説への

求心力が増したのもまた 60 年代の特徴の一

つかと思います。 

経済も、再分配、累進課税が盛んだった

50 年代に対して、60 年代に入ると、徐々に

ですが、福祉国家の行き詰まりとか、あるい

はさまざまなアルファベットの名前を冠し

た委員会が大量に生まれ、規制がしかれた大

きな政府に対する閉塞感への反動として、よ

り小さな政府といいますか、ナッシュの言葉

で言うと、「Libertarianism（自由至上主義）」

の発想が芽生え始めたのもまた 60 年代のこ

とでした。それが今日のティーパーティーの

直接的な原点になっているのだろうと思い

ます。 

対外的には、60 年代に入りますと、ベト

ナムでの挫折があって、それに対して、ナッ

シュの言葉をかりれば、「Anti-communism

（反共主義）」としての徹底抗戦という形で、

安保保守の芽生えが出てきたのもまた 60 年

代の特徴かと思います。 

64 年の共和党の大統領候補だったバリ

ー・ゴールドウォーターが、いまの政党では、

民主党も共和党も差がない、共和党は保守政

党としてアイデンティティーを確立、強化し

ていかなければいけないという、いわゆる保

守化戦略、保守的なアイデンティティー戦略

を 64 年に打ち出しました。70年代以降、そ

れがニクソン、レーガンへと継承されて、80

年代のレーガン革命へと通じていきました。 

レーガンが言ったのは“Back to basics”、

基本に戻ろう、原点に戻ろうということでし

た。その場合の原点というのは、端的に言う

と黄金の 1950 年代です。ニューディール体

制の否定、つまり 60 年代、70 年代の否定、

そして黄金の 1950 年代へのノスタルジアの

喚起が主なポイントでした。 

社会的には、「家族の価値」、いわゆるフ

ァミリーバリューを掲げ、ユダヤ、キリスト

教の伝統を重視し、いわゆる福音派（エバン

ジェリカル）、あるいはより政治的な宗教右

派が勢力を台頭していった時代でした。 

経済的には、政府が問題を解決するのでは

なくて、政府こそ問題だ、という有名なレト
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リックを以て、より小さな政府を目指してい

きました。いわゆる新自由主義、ネオリベラ

リズムと言われているイデオロギーを強化

していったわけです。 

対外的には、「強いアメリカ」ということ

で新保守主義、つまりネオコンサーバティブ

の流れへと連なっていったわけです。 

 

セルフ・ガバナンスが保守主義の
共通基盤 

 

こういった社会保守、経済保守、安保保守

は、よく考えていくと、相互に矛盾も抱えて

いるのですけれども、あえて共通項を探ると

すれば、セルフ・ガバナンス（自己統治）、

つまり自分のことは自分でコントロールす

ることを原理原則としていることが分かり

ます。 

つまり、社会保守は、社会のことは政府で

はなくて、教会とかコミュニティとかが支え

てきたのがアメリカの伝統だ、それこそがセ

ルフ・ガバナンスだという考え方です。 

経済的に言うと、政府がいろいろ規制する

大きな政府ではなくて、市場の活力とか、民

間の創意工夫を重視するのが経済保守の基

本的な考え方です。 

対外的には、いわゆる安保保守と言われて

いる人たちにとっては、国際条約とか、国際

機関、国連に手足を縛られるのは、言ってみ

れば、アメリカが究極の大きな政府によって

支配されていることにほかならない、アメリ

カの外交は自己統治の権利を有するという

ことで、セルフ・ガバナンスの発想がここで

も見られます。 

1970 年代の後半から 80年代以降、基本的

にはこの保守潮流が今日までまだ続いてい

るよう見受けられます。実はまだ 30 年ぐら

いしか時間がたっていません。その前のニュ

ーディール体制の時代は、1930 年代から 70

年代まで、約半世紀、50 年続いているわけ

ですから、保守潮流というのは、単純に言え

ば、まだまだ続く可能性はあるのだと思いま

す。 

もちろん、保守潮流の中で、ビル・クリン

トンのような民主党政権が誕生しましたけ

れども、実際にビル・クリントンが行った政

策は、いわゆる「右旋回」とか「第三の道」、

あるいは「中道路線」と言われているように、

決してリベラル路線をそのまま追求できる

政治環境にはなかったため、かなり保守潮流

の中で妥協を迫られた時代でもありました。 

オバマ政権になって、これでもしかすると

保守潮流が終わって、リベラル潮流に戻るの

かという期待も一部、ありました。実際は、

「オバマケア」が社会主義と言われて、国際

協調路線が――オバマの国際協調路線は、単

に仲良くしましょうというよりも、もうちょ

っと負担分担という、かなりリアリズムに満

ちた考え方だと思いますけれども――「弱腰

外交」と言われる。共和党の支持母体をみる

と、いまだに白人が中心です。保守的な潮流

は、今日に至るまで続いているのではないか

というのが、中間選挙後、強く思うことであ

ります。 

 

黄金の50年代のイメージをめぐっ
て行ったり来たりする現代アメリ
カ 

 

長々とお話してきましたけれども、第二次

世界大戦後の戦後に出現した「黄金の 1950

年代」というイメージの果たしてきた、ある

いはいまもなお果たしている役割は非常に

重いものがあるということです。黄金の 50

年代があって、その異議申し立てとしての

60 年代、70 年代があって、さらにそれに対

する異議申し立てとして、80 年代以降の、

いわゆる保守潮流の流れがあるわけです。基

点にあるのは、黄金の 1950 年代というイメ

ージで、その是非をめぐって行ったり来たり

というのが現代のアメリカを理解する、一つ

の整理の仕方かなと思います。 

ただ、この 50 年代のイメージは、今日、

そのまま引きずっていまを考えるには、かな
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り現実との乖離も顕著になってきていると

思います。社会的には、白人が 30 年後には

マイノリティーに転落すると言われていま

すし、女性の社会進出はもう不可逆的になっ

ています。50 年代には核家族が一つのモデ

ルになっていたわけですけれども、いまでは、

より込み入ったといいますか、複合家族がよ

り多くなっています。異人種間の結婚も、今

日では決して珍しくはありません。いろんな

統計をみますと、中絶とか同性婚に関しても

過半数が支持している社会になってきてい

ますし、一部の州では、マリファナも解禁さ

れ始めています。 

アメリカの高校の世界史教科書を分析し

たこともあるのですけれども、中には原爆投

下を「アトミック・ホロコースト」と堂々と

記している大手の教科書なども出てきてい

る。実はアメリカ社会は、1950 年代から比

べると、かなりリベラル化が進んでおり、そ

の点、50 年代のイメージだけでは理解でき

ない現実が顕著になっていることは忘れて

はいけないかと思います。 

 

アメリカン・ドリームの危機が生
んだ右のティーパーティー、左の
オキュパイ・ウォールストリート 

 

比較的ミドルクラスの層が厚かった 50 年

代というイメージがありますけれども、今日

のアメリカは、ご案内のとおり、かなりの超

格差社会になってきています。50 年代のア

メリカの象徴でもあったモビリティーはか

なり低下していますし、ミドルクラスの没落

も盛んに言われています。その没落に対して

危機感を覚えた、いわゆる右の一派がティー

パーティーという形をとり、左の一派がオキ

ュパイ・ウォールストリート、「ウォールス

トリートを占拠せよ」という運動を起こしま

す。どちらも、批判するターゲットは異なり

ますけれども、基本的にはミドルクラスが没

落し、アメリカン・ドリームが自分たちから

遠のいている危機感を背景にした運動だと

思います。このあたりは、50 年代の黄金の

イメージとはかなり違った現実を示すもの

です。 

と同時に、コミュニティが比較的タイトで、

人々の信頼も厚くて、という状態から、最近

では、社会的な紐帯が断絶、分断していると

も危惧されています。アメリカン・ドリーム

の危機やそうした現実は、50 年代の黄金の

イメージとは随分、対照的です。 

ただ、注意しなければいけないのは、いま

の時代がひどくなってきている、という語り

口も、やはり知らず知らずのうちに、――私

がいま述べたことも含め――実は黄金の 50

年代のイメージを暗黙のうちに参照してし

まっているということです。逆に言うと、そ

れだけいまのアメリカを理解するうえで黄

金の 50 年代の縛りは非常に強いということ

かと思います。 

政治の面でも、ニューディール・コンセン

サスがあり、民主党も共和党もあまり大差が

なく、中道派同士が手を組んで、分割政府に

なっても政策決定をしていけた時代とは違

って、いまでは党派対立とか政治不信は過去

最高レベルになっています。これもやはり黄

金の 50 年代のイメージとは随分乖離してい

ます。 

と同時に、この政治不信をはかるときの尺

度の基盤が、1950 年代、60 年代にあるとい

うこともまた事実です。 

対外的にも、自由主義の盟主と言われ、超

大国のイメージがあった 1950 年代とは違っ

て、いまのアメリカを取り巻いているのは衰

退論とか没落論です。これは周期的にあらわ

れては消えていくもので、その点では、私自

身はそんなに過剰反応はしていません。ただ、

これまでの没落論とか衰退論と一つ違うの

は、いろんな新興国や、さまざまな新勢力が

次々と一気に台頭してきているのは、アメリ

カにとっては初めての、少なくとも第二次世

界大戦後は初めての状況で、それゆえ「多極

世界」や「アメリカ後の世界」「Ｇゼロの時

代」などと言われているわけです。例えば中
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国との向き合い方一つとっても、おそらくア

メリカにとって、いまのような大国としての

中国と向き合ったのはオバマ大統領が初の

大統領だと思います。 

ことし 11 月の米中首脳会談でも、中国が

一生懸命「新型大国関係」という言葉を使お

うとする。オバマ大統領もそこには乗らなか

ったが、その一方で、米中協力は全世界の利

益になる、とも言って、Ｇ2体制みたいなも

のを暗に認めているかのような発言も散見

され、軸が定まっていないような印象も受け

ました。 

 

ポストモダン、モダン、プレモダ
ンが混在する世界とアメリカのパ
ラダイム・ロスト 

 

さらに言えば、先ほど申しましたように、

近代の国際政治の基本アクターは国民国家

で、ステートがモダンな時代の象徴でもあっ

たわけです。一方では、入江昭先生などがよ

くおっしゃっているように、いまの時代は国

民国家を超えた、トランスナショナルなアク

ターが重要な役割を果たしている。その意味

では、国民国家を超えた、つまりモダンを超

えた、いわゆるポストモダンの時代に入った、

という面も確かにあるわけです。と同時に、

ウクライナの問題が露呈したように、いまだ

国民国家のむき出しの権力闘争のような部

分があるのも事実で、やはりまだまだモダン

な現実というのもある。 

さらには、奴隷制を復活させようとしてい

るイスラム国のような、プレモダンとしか言

いようがない現実もある。いろんなポストモ

ダンとモダンとプレモダンが混在している

中で、一体どこに照準を合わせて国際秩序を

考えていけばいいのか。アメリカにとっても、

おそらく初の挑戦、チャレンジであるという

印象を受けます。 

オバマ大統領がシリア問題をめぐる演説

の中で、アメリカはもはや世界の警察官では

ない、と述べる一方で、世界における指導的

立場を担っていかなければならない、米国は

いまでも例外的で特別な国だ、と一見矛盾す

ることを言っていました。私には、アメリカ

が 1950 年代のころの明確な確信とか意志が

持てないまま、かといって、新たに出現しつ

つある現実群へのパラダイムシフトもでき

ていないように見受けられます。言ってみれ

ば、パラダイム・ロストといいますか。 

つまり、アメリカにとっては、自己認識の

参照点を――アメリカとは何かということ

を考える際の参照点を――第二次世界大戦

後の戦後に出現した黄金の 1950 年代に求め

続けてよいのか、それを保守すべきなのか、

それとも新たな時代環境の中で、かつての黄

金の 50 年代というイメージをよりバージョ

ンアップしていく、あるいは革新していく必

要があるのかということが、いま新たな現実

群の前に、まさにいま問われているのではな

いかと思います。 

アメリカ人は、おそらく日本人ほど頻繁に、

あるいは自覚的に、第二次世界大戦の戦後と

しての“post-war”を、使っているとは思い

ません。逆に言うと、アメリカ人からすると、

日本の人はなぜこんなに「戦後、戦後」とこ

だわるのか、と思うかもしれません。しかし、

それはある種、灯台もと暗しの面もあって、

アメリカ人も実は、――直接的な表現として

は、第二次世界大戦後としての“post-war”

は使わないかもしれませんけれども――彼

らが自分の社会と世界をイメージするとき

の想像の仕方、その原点には、やはり第二次

世界大戦後としての、黄金の 50 年代として

の戦後を、――自分たちが自覚するかどうか

は別として――かなり引きずっているので

はないかと思います。 

少し脱線するというか、補足的になります

けれども、アメリカは理念先行型の国家です。

そのことは、独立宣言とかアメリカ憲法の文

言をみれば自明なわけで、普遍的な価値とか

理念を自己認識の根底に据えた人工国家で

す。その宿命として、自分たちとは異なる国

や地域と直面した場合、自分たちの価値とか

理念を妥協しにくいというジレンマを内包
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しているのだと思います。 

つまり、絶えず敵をみつけていかなければ

いけませんし、あるいはつくり出していかな

ければいけない。それと対決することによっ

て自分たちの正当性、存在意義を確認する、

そういう衝動にかられやすい傾向があるか

と思います。それは時としてかなり原理主義

的なイデオロギーに転化しやすくて、人によ

ってはそれがアメリカ的正義とか傲慢とか、

それからアメリカンスタンダードにすぎな

いと反発を招く。それが特に第二次世界大戦

後に、冷戦の中で、自由主義の盟主という立

ち位置をみずから進んで、あるいは外から余

儀なくされたことによって、かえってイメー

ジに妥協しにくいような環境が生まれてい

った。 

それゆえ今日、さあパラダイムシフトをし

なければいけないと言われても、何せ自分た

ちのアイデンティティーの根幹にかかわる

問題ですから、そうやすやすと変換すること

もできないのだと私は思います。 

実は、これはアメリカのみならず、海外も

同じで、そういったアメリカの存在になれて

しまっている部分がある。だから、一方で、

アメリカが関与すると、非常に不快だ、出し

ゃばり過ぎだと言う。では、アメリカが関与

しないで後退すると、アメリカは責任を果た

していないというアメリカ批判が出てきて

しまう。 

甘えなのかどうなのかよくわかりません

けれども、アメリカを取り巻くほかの国々も、

アメリカの戦後のパラダイム、あるいはさら

に言うと、建国以来担ってきたアメリカ自身

のアイデンティティーにかなり依存してし

まっているところがあるのではないかと思

います。 

 

アメリカ例外主義は介入主義にも
孤立主義にもなる 

 

こういった考え方は、よく「アメリカ例外

主義」という言い方をされます。「アメリカ

は世界の縮図である」「アメリカは世界の未

来でもある」という発想です。これが、時に

は、いま申しましたように、他国にどんどん

介入していく衝動を刺激しやすい。逆に、自

分たちは特別だから、他国のくだらない争い

にはあまり巻き込まれたくないという形で、

孤立主義に向かうときの一つのロジックに

もなる。 

だから、「アメリカ例外主義」というアメ

リカの根源を支えてきた発想は、積極的な介

入主義のイデオロギーにもなるし、孤立主義

のイデオロギーにもなる、とつけ加えておき

たいと思います。 

この背景については、レジュメに 2点ほど

理由を挙げました。1つは、欧州的な保守主

義、いわゆる貴族主義、あるいはその逆とし

ての社会主義を持っていない。それから欧州

の大陸哲学に流れている懐疑主義とか観念

論は持っていない。進歩とか拡張することに

対する懐疑をあまり持ち合わせていない社

会がゆえに、こういう例外主義的な考えが突

出しやすい、と言えると思います。 

ただ、では、全く存在しないかというと、

そういうわけでもなくて、カウンター・ディ

スコースとしての反知性主義、それは宗教主

義であったり、あるいは農村主義であったり、

あるいは自然に帰ろうとか、ワイルドライフ

を楽しむとか、そういった意味での自然主義

という形でのカウンター・ディスコースがア

メリカの中にあることはある。ただ、総じて

言うと、例外主義的な発想を食いとめるよう

な動機に比較的欠けているのがアメリカの

特徴かと思いますけど、この辺の話をし出す

と長くなりますので、ここまでとさせていた

だきます。 

 

日本の戦後はアメリカにどうみえ
るか  

 

ここまでが、「アメリカにとっての戦後」

ですけれども、では、「アメリカにとって日

本の戦後はどうみえるか」に話を移します。 
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これはあくまで私個人の解釈ですので、皆

さんの中で、もしそれは違うというのであれ

ば、後ほどご指摘いただければと思います。

私の理解では、アメリカの人たちは、戦中と

戦後の日本は別だ、という認識を明確に持っ

ているように思います。 

戦中は軍国主義で、前近代的、封建的な社

会だった、ところが、戦後は民主主義で、高

度に近代的な社会を実現した、というのが基

本的な認識にある。 

 

米国との和解に成功した日本とい
うイメージ 

 

もう一つは、日本は（日米の）和解に成功

した社会だというイメージもあるのではな

いかと思います。われわれは独仏の和解ばか

りに注目しがちですけれども、確かに、戦後

70 年の間に、あれほど激しい戦争を戦った

（日米）両国が今日に至るまで関係改善をし

たのは、実はかなりすごいことだと思います。 

もちろん、日本からすれば、実は和解でも

何でもなかった、日本がただ一方的にアメリ

カの属国になっていった歴史にしかすぎな

いのだ、という反発が日本の中にあるのは、

重々わかっています。しかし、あくまでもア

メリカからみた場合、日本は戦後の和解に成

功した国でもあるというイメージはあると

思います。 

対日イメージとか、日本文化の受容という

点でも、その辺はかなり大幅に改善している

と思います。ライシャワー大使など、戦後直

後の知日派は、日本には文明がある、日本に

は文化がある、といったところからアメリカ

国民に向かって説明しなければいけない時

代があったわけですけれども、いまはそうい

うことはないと思います。 

アメリカに留学している学生が身近に結

構いますけれども、私たちの代と比べても、

アメリカで差別に遭ったという話は、皆無で

はないですけれども、かなり頻度は少なくな

ってきたようにも思います。かつて日本に対

して抱かれていたエキゾチズムといいます

か、そういうものも随分減少したようにも思

います。 

それから、仕事ばっかりしているとか、あ

るいは謝ってばっかりいるとか、あるいは写

真ばっかり撮っているとか、そういうステレ

オタイプも随分フェードアウトした印象を

受けます。世論調査をみても、親日度は総じ

て高い水準で推移しています。「アメリカに

とって信頼できるパートナーは」という調査

があると、大体、日本は 1 位だったり 2 位、

3位だったり、かなり上位につけている。そ

ういう意味では、基本的には、戦後の日本の

歩みに関しては、アメリカ自身、かなり好意

的だという点は、前提として指摘してよいの

ではないかと思います。 

 

戦後日本の保守とは何か アメリ
カにはわかりにくい 

 

ただ、アメリカにとってわかりにくい戦後

の日本もあるかと思います。例えば、日本に

おいて保守とは何か、ということがその一つ

として挙げられると思います。アメリカは、

もともと建国以来、政府、つまり中央権力に

対する徹底的な懐疑を前提とした社会です。

先ほど話したように、現代のアメリカの保守

は、セルフ・ガバナンスを重んじる。つまり

政府とは、自由にとって邪魔だ、障壁だとい

う考え方です。片やリベラルのほうは、本当

の自由を実現するために政府は必要だ、その

ための手段だという認識がある。 

保守とリベラルで政府に対する役割の認

識は対照的で、保守とリベラルの対立軸は、

はっきりしているわけです。保守の中にもい

ろんな保守がいますけれども、総じて言いま

すと、セルフ・ガバナンスを重んじる保守と、

より政府の積極的な介入を自由のために重

視するリベラル、という基本的な構図があっ

て、その中で、いまの政治を読み解いていく

ことができる。 

日本の場合は、――つまり、そういう発想
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になれた人からすると――明治以降、中央集

権体制で一気に近代化したわけですね。その

流れが今日でもあって、公共事業をばらまく

大きな政府が保守本流なのだというイメー

ジがある。現に、そういう理解をしている人

は日本の中にもいます。一方では、社会保障

の削減とか、財政規律とか、小さな政府こそ

保守だと言っている人も日本の中にいる。ア

メリカからすると、一体日本の保守というの

は大きな政府を主導していくことなのか、あ

るいは小さな政府を志向していくことなの

か、現実の政治をみればみるほどわかりにく

くなってくるというのが一つかと思います。 

あるいは、安全保障に関して、アメリカの

対日政策は、第二次世界大戦の後の戦後では、

とにかく日本が軍国主義に逆戻りすること

を封じ込めなければいけない、日本に戦争を

放棄させて、アメリカの核の傘のもとで平和

主義、あるいは経済成長を保証する、ないし

容認する、――もちろんそれは沖縄の犠牲の

もとで、という前提はあるわけですけれども

――それが第二次世界大戦後の基本的な対

日政策であった。 

冷戦中には、冷戦のリアリズムの中から、

日本に再軍備を求めていった。冷戦が終わっ

た後の戦後では、より負担共有を求めていく、

あるいは日米同盟の双務性を強化していく

形が、アメリカの対日政策の基本的な方針だ

った。こういったアメリカの戦略への協調を

是とするのが保守なのか、それともアメリカ

からの自立を求めていくのが保守なのか、ア

メリカにとってはなかなかわかりにくいと

ころがあるのではないかと思います。 

少し前になりますけれども、あるアメリカ

の保守系の政治家が日本に来て、そのとき、

たまたま縁があって、ある自民党系の議員の

ところへお連れしたことがあります。「その

方は自民党で、保守的な政治家です」と説明

をしていたのですけれども、ふたをあけてみ

ると、公共事業のばらまきにはかなり熱心で、

オフィスにはチェ・ゲバラの肖像画が張って

あったりして、この人は本当に保守なのか、

と不思議がられました。 

そうかと思うと、日本の憲法をみると、憲

法 24 条には、婚姻は両性の合意のみに基づ

いて成立するとある。これはいろいろな解釈

があるらしいですけれども、一応字義どおり

に解釈すれば、同性婚は認めないということ

ですね。そうすると、その保守系のアメリカ

人の政治家からすると、「日本国憲法はこん

なにすばらしいのか、アメリカは見習わなけ

ればいけない、絶対この憲法は守ってくれ」

と、ものすごい護憲派になるわけです。 

このあたりの、アメリカでの保守の理解と、

日本での保守のいろいろな混乱した状況を、

整合性をみつけて説明するのは非常に難し

い。アメリカが草案を練ったと言われる憲法

を守るのが果たして保守なのか、それを変え

ることが保守なのか、というのも非常にわか

りにくい。 

つまり、戦後の日本が、日本において保守

勢力がいるのはわかるけれども、何を保守し

ようとしているのか、日本人が「戦後」とい

う言葉を多用するのはよくわかるけれども、

果たして保守しようとしている戦後とは一

体何なのか、あるいは、逆に戦前とは何なの

か、何が日本の保守なのか、アメリカにはわ

かりにくい、というのがあるかと思います。 

 

警戒の対象は日本の右派――アメ
リカ主導の戦後秩序を否定しかね
ない 

 

最後に、戦後 70 周年が今回のシリーズの

テーマでもありますので、アメリカからの視

点ということで、話したいと思います。 

アメリカは、多分冷戦期には、日本におい

ては左派を警戒していたのだと思います。

『アメリカン・センター』という本に詳しく

書きましたけれども、冷戦中には左派を親米

化するために労働組合とか大学の知識人に

いろんな働きかけをしているのですね。アメ

リカに連れていったり、まさにパブリック・

ディプロマシー（広報文化外交）を展開して

いたわけです。けれども、おそらく最近警戒
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しているのは、むしろ保守、とりわけ存在感

を増しているとされる右派がアメリカにと

っては警戒の対象になっているように思い

ます。 

理由は 2つありまして、1つ目は、いわゆ

る右派の人たちの言説は、アメリカの正義あ

るいはアメリカ主導でこれまで構築してき

た第二次世界大戦後の世界秩序を否定しか

ねない、ということがあります。 

例えば、歴史認識問題はアメリカのメディ

アで取り上げられやすい。安倍総理の靖国参

拝から 1年もたっているのに、いまだにいろ

んな社説などでこの問題に対して言及があ

るのは、やはり日本がサンフランシスコ体制

からの脱却を企図して、戦後を否定して、戦

中を正当化ないし美化しようとしているの

ではないか、という疑念があるからだと思い

ます。 

今週末に総選挙があり、予想では自民党が

勝利するのではないか、と言われています。

そういった疑念がある中で報じられると、安

倍政権は右傾化している、そこに 300 議席を

取ったことは、日本国民全体がまさにそうな

っているのではないか、というストーリー展

開になりかねない。そうした土壌がいまのア

メリカにはあるような気がしています。 

アメリカが右派を警戒する理由の 2 つ目

としては、結果的にそれが中国を利しかねな

い点があるかと思います。歴史問題等に関し

ては、ご案内のとおり、中国とか韓国が「デ

ィスカウント・ジャパン」と言われるキャン

ペーンを、アメリカをはじめ、さまざまな地

域で展開し、日本の人は、それに対して憤り

を覚えるわけです。ただ、アメリカ国内では、

中国や韓国が日本をおとしめることをやっ

ていることに対しても実は批判が結構ある。

特に政策決定に影響力がある人たちの中で、

中国や韓国のキャンペーンをそのまま信じ

る人たちはほとんどいない。むしろ懸念して

いるのは、中国や韓国のネガティブキャンペ

ーンに対して、日本の一部の政治家なりが過

剰反応して失言をしてしまうことです。 

そうすると、その失言の部分だけに焦点が

当たって、アメリカないしはその国のメディ

アがピックアップをして、日本は何も反省し

ていないとか、右傾化しているという形で、

オウンゴールといいますか、術中にはまって

いきかねない。日本と韓国と米国の間の連携

を深めていかなければいけないときに、言っ

てみればトライアングルにくさびを打ち込

まれることになりかねない。それは、実は中

国が一番望んでいることかもしれない。右派

の言説に引きずられた形でさまざまな過剰

反応が出てきてしまうと、それはアメリカの

安全保障政策においても不安定要因になる

ということが、もう一つの理由としてあるか

と思います。 

 

慰安婦問題 アメリカにとって
「広義の強制」が問題となる 

 

特に、慰安婦の問題は、アメリカにとって

は、過去の歴史問題というよりは、人権問題

としての側面が強い。リベラル派はもちろん

ですけれども、キリスト教を重視する保守派

まで非常に敏感なトピックです。アメリカで

は、軍隊の中での性犯罪から、あるいは人身

売買の問題、ヒューマントラフィッキングの

問題、ポルノとか、ドメスティック・バイオ

レンスとか、セクハラまで、非常に社会的な

関心が強いという時代潮流があります。その

中では、日本の支配下にあって、本人の意思

に反してそういう行為が行われたという、い

わゆる「広義の強制」、アメリカにとっては

そのことが問題なのです。政府の関与がどの

程度あったか、その有無といういわゆる「狭

義の強制」は、アメリカにとっては、ディテ

ールにすぎないという認識だと思います。 

朝日新聞の誤報の問題がありました。それ

は主に狭義の強制に関する問題ですけれど

も、誤報があったからといって、広義の強制

まで否定しようとするのは、これは相当な覚

悟が必要かと思います。やり方を間違えると、

インドネシア、フィリピン、あるいはオース
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トラリアといった――アメリカが関係を強

化しようとしてオバマ大統領も訪れていま

すけれども――国々にも反発の輪も広がり

かねない。そうすると、日米同盟の深化と真

逆のベクトルを強化してしまいかねない、と

いう点で注意が必要だろうと思います。 

 

靖国参拝 中国に正当性を与えか
ねない 

 

靖国参拝ですけれども、アメリカの知日派

の間でも、なぜ天皇陛下が参拝をとりやめた

場所へ行くのかという疑問は、なかなか払拭

できないのだと思います。これもやり方を間

違えると、世界秩序への一方的な現状変更を

企てているのは日本だ、という中国の主張に

一定の正当性を与えかねない問題があると

思います。日本としては、現状変更している

のは中国だと言いたいのですけれども、靖国

参拝は、中国によって逆のロジックとして使

われる可能性があるということです。 

実はそうではない、と説得するのは、私は

不可能ではないと思います。する必要がある

のであれば、それはそれで構わないと思いま

す。ただ、説得するには相当な政治資本を投

入する覚悟が必要だとも思います。 

問題は、そこまで政治資本を投入するのが

いいのかどうかということで、――日本の中

には、するべきだという人がいるのは、私は

十分理解していますけれども――アメリカ

からすると、そこに政治的なエネルギーを投

入するのであれば、むしろ経済回復に力を注

いでくれ、というのが多分偽らざる気持ちだ

ろうと思います。 

ただ、一点だけ、この問題について急いで

補足したいのは、靖国参拝に中国と韓国が反

発をし始めたのは、Ａ級戦犯の合祀から 7年

後の 1985 年、中曽根首相が公式参拝して以

降で、このとき、アメリカは反発していない

と思います。アメリカが反発したのは、2001

年の小泉首相が参拝したときで、このときは、

アメリカの保守、リベラル、両方の新聞も批

判をしていました。超党派の「アーミテー

ジ・ナイ・レポート」を出しているアーミテ

ージさんもナイさんも批判していたと思い

ます。2005 年に改めて参拝したときは、共

和党の下院の外交委員長だったヘンリー・ハ

イド委員長が加藤駐米大使宛てに批判する

文書を送ったこともあります。このときは、

ブッシュ大統領は小泉首相との関係もあっ

て直接的には批判をしませんでしたけれど

も、ほかのレベルでは随分と批判もあったと、

記憶しています。 

2013 年の安倍総理の訪問時には、在京の

米国大使館や国務省も公的に失望の念を表

明したのはご案内のとおりです。アメリカは、

昔は冷戦のリアリズムがあったから、首相の

靖国参拝についても目をつむっていた。とこ

ろが、最近は、中国と韓国がプレゼンスを高

めて、かなり東アジア全体も力を増して、そ

の 2つの国の影響力が高まっている中で、韓

国との関係もよくしていかなければいけな

いという地政学的な、あるいは時代的な背景

もあってのことだろうと思います。 

 

首相の米議会演説 前提条件は河
野談話継承と日韓関係改善 

 

最後に、来年、総理がもし訪米する際、と

りわけ戦後 70 年ですから、議会の上下両院

合同会議で日本の総理として初めて演説を

するかもしれません。私自身は、ぜひ演説を

していただきたいと思っています。けれども、

多分、アメリカ側の前提条件になるのは、「河

野談話」を継承することと、日韓関係を改善

しようとしているかだと思います。 

議会の中には、ご案内のとおり、韓国系の

住民の多い地区から選出された議員もいま

す。例えば、いま下院の外交委員長をやって

いますエド・ロイスさんは、慰安婦のメモリ

アルをまさに建てようとした（カリフォルニ

ア州）ブエナパーク出身の議員ですし、つい

先日も日本海の呼称問題をめぐって韓国側

の立場をとる発言をしたと報じられていま



 

13 
 

した。 

そうした人たちを説得するには、「河野談

話」を継承するとか、あるいは日韓関係を改

善させるという意思が明確に伝わることが

重要だと思います。 

それから、一部には、オバマ大統領の任期

中の被爆地訪問を期待する声も高いようで

す。もちろん、もう選挙がないという点で、

オバマ大統領はあまり国内を意識しなくて

も動けるかもしれません。しかし、その後の

外交的な影響などを考えますと、日韓関係で

ごたごたが続いたり、日本が歴史認識問題で

対応を誤ると、オバマ大統領が被爆地に訪問

するハードルを高めかねないかと思います。 

そういった意味も含めまして、戦後 70 年

に向けた日本の動向、特に保守派、とりわけ

存在感を増している右派の動向は、アメリカ

にとっては、単に日米の二国間関係のみなら

ず、アジアへのリバランス政策推進という戦

略的な観点からも注視されていることです。

これは日本が思っている以上に、アメリカに

とっては重要な点だということを忘れない

ようにしたいと思います。 

私の話はここまでとさせていただきます。

どうもありがとうございました。（拍手） 

 

≪ 質疑応答 ≫ 

 

司会 大変広がりのあるお話だったなと

思います。アメリカの戦後だけでなく、アメ

リカにとっての日本の戦後の話もしていた

だきました。戦後 70 年の来年、われわれが、

日本政府がどういうふうに対処すべきか、そ

ういう話もありました。 

質疑応答の皮切りに、戦後 70 年に当たっ

て、安倍首相が上下両院合同会議で演説でき

るとすれば、あるいはいずれにせよ戦後 70

年の何らかの談話を発表せざるを得ないだ

ろうと思いますが、その中に、首相は具体的

にどんなメッセージを込めたらいいか、首相

にアドバイスするつもりで、こういう点が大

切だという点をお話しいただけますか。 

 

戦後秩序を守るためアメリカと連
携する 首相演説に込めたいメッ
セージ 

 

渡辺 アメリカにとって、こういうことが

メッセージに含まれていると聞き心地がい

いだろうなということで話をさせていただ

ければ、やはり最初は、「この 70 年は独仏

に決して引けをとらない和解の歴史でもあ

った」と強調するのが一つだと思います。 

そして、単に和解をしたというだけではな

くて、戦後の国際秩序に対して、日本は現状

変更をしようとする意図はない、むしろそれ

を守るためにアメリカとの連携を強めてい

きたいのだ、というメッセージももう一つ込

めるとよいかと思います。 

それから、これは議会演説で言及するには

具体的過ぎるとは思いますけれども、――若

干個人的な希望でもあるのですけれども―

―日本は歴史問題について目を背けている

わけではなくて、いくらでも共同研究を通し

てなど、オープンに議論していく用意がある、

ただ、それは中国と韓国はもちろんですけれ

ども、第三国においても、巻き込んで検証し

ていく用意がある、しかも議論の過程も全て、

世界に対してオープンに示していく、成果に

ついても英語も含めて堂々と発信していく、

日本は過去に向き合ってない、あるいは向き

合おうとしていない国では全然ない、という

姿勢を出してもらいたいと思います。 

慰安婦問題に関しても、これはどういう形

で決着するのか、そもそも決着が可能なのか

もわかりませんけれども、その問題は直視し

つつ、――否定するのではなくて、直視した

うえで――日本は人権に対して非常に意識

の高い国でありたい、という姿勢を出しても

らいたいと思います。例えば、戦時中に起き

た、あるいはいまも世界各地で起きている女

性への暴力、権利侵害という点から、いろん

な研究なりイニシアチブをリードしていき

たい、というメッセージを出すと、アメリカ
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の人たちからすると、日本は、過去を踏まえ

たうえで、さらに未来へ向けていまの社会秩

序をよりよい方向に導こうとしている国だ

という印象を与えることができると思いま

す。 

司会 なるほど。なかなか具体的ですね。 

それでは、フロアの方から、質問ある方、

どうぞお願いいたします。 

質問 アメリカは、3～4 年前でしたか、2

つの戦争を同時には行えなくなり、現在は 1

つの戦争も行えないぐらいになってしまっ

た。第二次世界大戦後ずっと戦争を続けてい

たために、財政が非常にピンチになって、去

年でしたか、ニューヨークの自由の女神の営

業さえも停止せざるを得なくなったほど財

政がピンチになった。余裕がなくなってきて

いて、日本がじたばたされては非常に困ると

いうことが前よりシビアになってきたんじ

ゃないかなと思うんですけれども。輸出する

ものはあまりなくて、中西部の渇水や何かで、

農産物もピンチに陥っています。そういう意

味では非常に気の毒な状況になっているの

ではないか。日本も慎重な態度を示さないと

友好が結べないかなと思いますけれども、先

生のご意見があれば、伺いたいと思います。 

 

他国との協力で秩序形成に外交を
シフト 

 

渡辺 自由の女神に関しては、これはアメ

リカのお金がなくなったというよりも、むし

ろ政党間の党派対立のあおりを受けて、政府

機関の閉鎖が起きたことが直接の原因です。

そのことと、2つの戦争を戦えないことは少

し切り離して考えたほうがいいかと思いま

す。 

実際にアメリカが 2 つの戦争を本当に戦

えないか、に関しては、私は、軍事のオペレ

ーションの専門家ではないので、わかりませ

ん。 

輸出するものがないといいましても、それ

はどこまでを含めるかによってですけれど

も、農産物に関しても、アメリカの輸出のボ

リュームは依然かなりのものがあります。そ

れから、ＩＴ産業から留学生、観光、シェー

ルオイル、シェールガスなどまで含めれば、

つまり、個々のポートフォリオを見てみると、

アメリカは必ずしも衰退していないと思い

ます。 

むしろ、先ほど申しましたように、中国を

筆頭に、新興国が数多く台頭してきているな

ど、アメリカだけで動ける領域が狭まってき

ている。むしろアメリカの戦略としては、こ

れまでのヒエラルキー型で自分が中心にな

って行っていくよりも、もう少しフラット型

といいますか、一種のコーディネーターとし

てほかの国に協力を仰ぎながら秩序を形成

していく方向に外交のやり方がシフトして

います。そのことがアメリカの没落を即意味

するのかは、ちょっと注意が必要かと思いま

す。 

質問 人口動態の変化が今後長期的に続

く場合、アメリカ国民の全体としての世界へ

の向き合い方、世界における地位についての

意識は、変わっていくのでしょうか。先ほど

おっしゃった 50 年代のような圧倒的な地位

をもはや追い求めないというアメリカの自

己認識、形成につながっていくのでしょうか。 

 

白人中心史観が是正される可能性 

 

渡辺 先ほどアメリカの教科書について

少し調べたことがあると言いましたけれど

も、一昔前であれば、原爆投下をアトミッ

ク・ホロコーストと大手の教科書に記載する

ことは、なかなか想像がつかなかったと思い

ます。アメリカ社会は世界からいろいろな人

がいまだにやってきて、それぞれいろいろな

歴史あるいは解釈をアメリカの中に持ち込

んでくるわけですね。それで、一定の社会勢

力、政治勢力を高めていけば、当然それに対

して容認、認めていこうという機運が生まれ

ますから、もしかすると日系、――日本から

の移民がいま 130 万人ぐらいですか――が
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増えていることとも関連があるのかもしれ

ない。 

つまり、移民大国は、世界のいろいろなと

ころとのネットワークがあり、かついろいろ

な世界観をアメリカの中に持ち込みます。で

すから、アメリカの強さは多様性にあり、と

よく言われますけれども、いろんな国々の利

害関係に対して目配りをしながら、自分たち

のアイデンティティー、ないしは外交政策を

考えていく土壌があると思います。 

最近、私がもう一つ専門分野としてやって

いるパブリック・ディプロマシーの分野で注

目されているディアスポラ・ネットワークと

いうのがあります。ディアスポラというのは

ユダヤ系のことだけではなくて、移民コミュ

ニティです。その移民ネットワークは本国と

つながっている。本国の政治家だったり、ビ

ジネス界だったり、いろいろなところとつな

がっている。そういう人たちを多くチャンネ

ル、ネットワークを持っていることが、その

国の言ってみればソフトパワーになるのだ

という見方です。民族的に多様化しつつある

アメリカは、それがゆえに、そういったディ

アスポラ・ネットワークを通してソフトパワ

ーを強くしていける、その潜在的な可能性が

高いと思います。 

それから、アメリカの自己理解についても、

この傾向が進めば、もう少しこれまでの見方

を、――単純な言い方をすると、白人中心的

な、あるいは男性中心的な、あるいはアメリ

カ中心的な史観が、徐々に是正されていく可

能性はあると思いますし、個人的にはそう期

待したいと思っています。 

質問 アメリカ自体が力をだんだん失っ

ていくと、時代環境に合わせてバージョンア

ップする、改革していかなくてはいけないと

思うのですが、どうしてそちらのほうにかじ

を切ることができないのか、50 年代をどう

してずうっと引っ張っているのか。 

もう一つは、日本の安倍政権が、選挙で大

勝した後に右傾化していくという見方もあ

ります。今後、日本が独自路線をとっていっ

た場合に、アメリカは最終的にどのような対

応をとる可能性があるか、今後の日米関係も

含めて、教えていただければと思います。 

 

日本にも独自路線がある 

 

渡辺 「黄金の 50 年代」というイメージ

にどこまで引きずられていくのか、変化が必

要なのに、なぜ変化できないのか、という点

です。これは、黄金の 50年代からまだ 60年

ぐらいしかたっていない、60 年間というの

は、そんなに歴史的には大したスパンではな

いという言い方もできると思います。 

一方では、アメリカ社会は、政治的な意味

で変化をしづらくセットしている社会であ

るとも言われています。合衆国憲法をみます

と自明ですけれども、大統領が極端な権力を

持たないようにする、議会なり最高裁が極端

な権力を持たないようにする、議会にしても

上下両院でねじれが起きやすくなっている、

（大統領に）拒否権があるけれども覆すこと

も可能だ、という制度になっている。劇的な

変化がなかなか起きにくい制度設計をされ

ているとことももう一つの理由だと思いま

す。 

それから、これは比較的容易な説明かもし

れませんけれども、何か変化を起こすにして

も、党派対立がひどくなって、かつては、共

和党の中道派と民主党の中道派が意見のす

り合わせをして、歩調を合わせることができ

たけれども、いまではその真ん中が抜けてし

まって、歩み寄りが難しくなっているという

具体的な問題もあろうかと思います。 

その 3つぐらいが、いま思いつくところで

す。 

日本がどこまで独自外交かということで

すが、実は先月、テヘランに行ってきました。

テヘラン大学にアメリカ研究科があって、結

構いいプログラムですが、そこの学生から聞

かれたのは、なぜ日本は原爆を落とされた国

と仲良くできるのか、ということでした。ま

た、彼らの感覚からすると、外国軍が自国に
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駐留しているのは属国以外の何物でもない、

どうしてそんなことが可能なのか、という話

でした。ただ、これはアメリカが日本に銃口

を突きつけて迫っているわけではなくて、言

ってみれば日本が主体的に選択した独自路

線だとも言えるわけですね。米軍に安全保障

の一部の機能をアウトソースする形で国の

安全保障を賄っているというのが、言ってみ

れば、独自路線なわけですね。 

しかし、安全保障の大きな部分を米軍に委

ねていることは、ほかの分野をめぐって、ど

うしても必然的に日本がとり得る選択肢が

狭まってしまうのは事実です。 

だから、そこだけをみれば、日本が独自路

線をまるで歩んでいないような印象を持つ

かもしれませんけれども、少し総体的に捉え

る必要があるのではないかと思います。 

それから、ＴＰＰの交渉とか、例えば北朝

鮮に高官が行ったりとか、プーチン大統領を

来年呼ぶとか、そういう面からすると、日本

に全く独自路線がないかというと、そうでも

ない。アメリカの本来の意図とは違ったこと

を独自にやっているのも事実かと思います。 

質問 オバマ政権の課題というか、オバマ

大統領が言ったことでは「イスラム世界との

融和」とか、「核なき世界」とかが全く進ん

でいない状況の中で、アメリカ外交にとって

来年、最大の課題を 1つ、2つ挙げるとすれ

ば、それは何か。 

 

オバマ大統領のレガシーになりう
るＴＰＰ 

 

渡辺 いまの質問は、オバマ大統領のレガ

シーが何になるかという点とも直接絡んで

くる問題かと思います。私が思うに、オバマ

大統領のレガシーは、一つは、アメリカ史上

初の黒人大統領だということ、それから金融

危機から第二の恐慌に陥らせなかったとい

うことですね。3つ目が、これは見解が分か

れるかもしれませんけれども、オバマケアだ

と思います。 

外交に関しては、一つレガシーになり得る

のが、ＴＰＰと、ヨーロッパとのＴＴＩＰ

（ Transatlantic Trade and Investment 

Partnership）ですね。議会が共和党主導に

なったことで、レガシーを残したいオバマ大

統領と、基本的には自由貿易促進派が多い共

和党の間では、協力関係を結びやすい環境に

あるとは思います。ただ、環境問題とか、Ｃ

Ｏ2削減とか、不法移民の問題などで、オバ

マ大統領が大統領令で動かそうとし、権限を

行使しすぎている。このうえ、交渉促進権限

（ＴＡＰ）まで議会が大統領に付与してしま

うと、ますます大統領の権限を強めかねない、

これは合衆国憲法の精神に反する、という形

で、ティーパーティー系の人たちが抵抗する

可能性は否定できないので、そんなに簡単に

はいかないのかもしれません。 

それから、日本とのＴＰＰに関して言えば、

今度の選挙で自民党が議席をふやすという

よりは、少し減らすという意見が多いようで

すけれども、あるところで読んだところによ

ると、減る議員は比較的都市部に多く、農村

部の議員は比較的多く再選されることにな

るかもしれない。その場合、その人たちから

の抵抗がどうなるのか。ＴＰＰ反対論が強ま

るのかもしれない。あるいは選挙で勝ったこ

とで、かえって交渉がしやすくなるのか、日

本政治の専門家ではないのでわからないで

すけれども、とにかくＴＰＰとＴＴＩＰとい

うのが一つです。 

それからもう一つは、ＣＯ2削減で、この

間の米中首脳会談でも、2025 年までに 2005

年比で 26ないし28％まで削減すると言いま

した。それはもう一つのレガシーにしたいと

いうことだと思いますけれども、共和党から

すればさまざまな法案を通して、何とか阻止

しようとするでしょう。だから、実際にはか

なり実現困難かもしれません。 

3 番目にあり得るのは、イランとの関係改

善ですね。ご案内のとおり、先月の 24 日で

いまの合意は解消されましたけれども、オバ

マ大統領がイランに対する制裁解除、あるい

は制裁緩和を大統領の権限を使って行なう
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ことは不可能ではないと思います。 

ただ、その場合、議会はそれを骨抜きにす

る法案をつくるでしょう。そして、それに対

してオバマ大統領が拒否権を発動するでし

ょう。その拒否権を覆すために議会の上下両

院で 3分の 2の票が必要となりますが、こと

イランに関しては、共和党だけの問題ではな

くて、民主党の中でも、親イスラエルという

観点からイランには強い制裁を求める人た

ちがいるので、意外と 3分の 2ぐらいは集ま

るかもしれない。そうすると、結局は大統領

令は骨抜きにされるかもしれない。 

ということで、結論を言うと、ＴＴＰとＴ

ＴＩＰの可能性が高くて、2番目にＣＯ2、3

番目にイランの制裁緩和か、という感じがし

ます。 

質問 古い話になりますが、南北戦争は、

内戦だったのでしょうか。それとも国家間の

戦争だったのでしょうか。英語で書くと、

“The Civil War”ですから、直訳すると「内

戦」になるわけですが、わざわざ大文字で書

いてあるということは、内戦であると強調し

ている。強調しなきゃいけないということは、

実は内戦ではなくて、国家間の戦争だったと

いうことではないのでしょうか。 

渡辺 私個人は、この問題について強い立

場はとっていないのですけれども、ご指摘の

とおり、北部の視点からすれば国内戦争だけ

れども、しかし、あの時点で南部は独自の憲

法を制定して、ジェファーソン・デイヴィス

を大統領に選出して戦ったわけだから、その

時点ですでに国際戦争だった、という見方が

あるのは存じています。ただ、いまのアメリ

カでどの程度そこに固執している人がいる

かというと、そう多くはないとも思います。 

質問 アメリカはユナイテッドステイツ

（United States）で、ユナイテッドネーシ

ョンズ（United Nations、国連）をニューヨ

ークに作った。これは戦後 70 年のくくりの

中でどういう意味を持つものでしょうか。 

もう一つ、戦後の日本をデモクラシーの国

にすることは、成功だったのか、失敗だった

のか。日本の民主化は失敗した、と言う人も

ぼつぼつ出てきております。コメントをいた

だければ。 

 

日本の戦後は総じて成功だった 

 

渡辺 アメリカはユナイテッドステイツ

ですけれども、どちらかというとアメリカが

ユナイテッドネーションズで、国連がユナイ

テッドステイツのほうが、定義としてはわか

りやすいというのが私の率直な印象です。 

国連については、もちろん機能不全とか問

題があるのはわかりますけれども、しかし、

世界でそれに替わる組織はいまのところな

いわけですから、いまの世界秩序を守ってい

くうえでは重要である、と月並みのことしか

言いようがありません。ただ、戦後 70 年に

引きつけて言えば、常任理事国がいまだに

70 年前の戦勝国のままで、プラスその５カ

国のみが原則、核保有を認められていること

が時代に合うのか。 

ポストモダン的な発想を強めて言えば、国

家以外のアクターが何らかの形でもう少し

発言できる形に組織改変をしていくことも

必要ではないかと思っています。 

日本の戦後が成功だったかどうかという

ことですけれども、私は、総じて成功だった

と思います。これは議論するレベルによりま

すけれども、もっとほかの、いま力を増して

いる権威主義的な体制と、いまの日本の体制

を比べてどちらがいいかとなれば、日本のほ

うがはるかによい意味で民主主義的だろう

と思います。 

ただ、厳密に言い出せば、日本が本当に民

主主義的な国なのかというと、――完全な民

主主義的な国というのはわかりませんし、

『アメリカン・デモクラシーの逆説』という

本を書いたくらいなので――アメリカの民

主主義だって建国の父たちの理想とはかな

り乖離していると私自身は思いますけれど

も、いずれにせよ、（日本が）失敗している

とまでは言えないと思います。 
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ただ、これもよく指摘されていることです

が、アメリカが冷戦のリアリズムを重視する

あまり、日本の戦後責任について、曖昧にし

た部分はあるのかと思います。それは天皇陛

下の戦争責任など、権力構造の根幹にかかわ

る問題を含みます。そういったことが、もし

かすると、いまの日本の政治のまだ不十分な

点の遠い原因になっている可能性はあるの

かと思いますけれども、日本史の専門家では

ないので、あまりこれ以上は言わないように

したいと思います。 

司会 最後の 1 問ということで、どうぞ。 

質問 最後の 3問で、すみません。 

1 つは、米国の衰退と中国の台頭、と普通

に使うんですけれども、言い始めたのはこの

数年のことですね。20 年、30 年先をにらん

だときに、この構図はそのまま続くのか。ア

メリカのものすごいパワー、ダイバーシティ

ーその他の構造的な力があり、これまで彼ら

を押し上げてきた。中国的ないまのやり方が

そのまま続くのかどうか。 

それから 2つ目は、オバマさんが、これだ

けのレガシーをつくった割には、不当に過小

評価されている印象を受けるんですが、この

評価は将来、変わる可能性はありますか。 

もう一つは、日米です。サンフランシスコ

体制をもとにした吉田路線がいまだに続い

ているが、70 年たって、原爆投下の責任問

題とか、米軍駐留は永続なのかとか、いろい

ろな問題意識があちこちに発生して、それが

節目として変わり得る――安倍政権という

背景も加わりまして――のかなという気も

します。アメリカのほうに、その辺の関係が

変化する準備といいますか、アメリカ政権内

部、あるいはアメリカ世論の中に、日本との

関係、この 70 年のあり方を変えてもいいと

いう動きがあるんでしょうか。 

 

オバマ大統領の評価が好転する可
能性もある 

 

渡辺 中国が台頭しているのは、ある意味

では、アメリカ主導で構築した戦後の秩序、

リベラルな国際秩序の恩恵を受けて、今日、

実は台頭しているのではないか。中国にとっ

ても、現状変更を加えていくよりは、むしろ

そこに法の支配等を含めて、積極的に参加す

ることで、より中国が持続可能な発展ができ

るのではないか、という見解はアメリカ国内

でもよく耳にします。 

ただ、それを踏まえて中国はどう行動する

のかは、私は中国の専門家ではないのでわか

りません。 

2番目のオバマ大統領の評価ですけれども、

中間選挙のとき、民主党の議員でさえオバマ

批判をしてＣＭを流していましたが、私は戦

略的によくなかったと思っています。景気回

復はしているわけで、――本当に金持ちだけ

の景気回復か、一般庶民にまで広がる景気回

復かという問題はちょっと差しおいても―

―一恩恵が国民の間に広がるには、少し時間

が足りなかったのかなという気がします。こ

のまま経済成長が続いて、もう少し果実が国

民に広く渡っていけば、第二次恐慌を防いだ

だけではなくて、そこから景気回復もした大

統領として、いま漂っている支持率の低さが

好転する可能性はあるかと思います。オバマ

ケアにしても、いまはいろいろな反発もあり

ますけれども、ある程度広がっていくと、―

―権利として得たものを手放すとなると国

民は意外と渋るものですので――つまり、10

年、20 年たってみれば、オバマケアは、実

は重要なものだという、――かつてのソーシ

ャルセキュリティとか、郵便制度ができたと

きにも反発があったのですが、いまになって

みれば、広く受け入れられているのと同じよ

うに――長いスパンでみれば、オバマケアも

認められ、あるいはオバマ大統領の評価も、

いまよりはかなりよくなっていく可能性は

あるかと思います。 

イスラム国とかウクライナに対する問題

の対処は、そのうえでも重要な要素になって

くるでしょう。 

安倍政権に対してですけれども、アメリカ

は、少なくとも政策コミュニティ全般に関し
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て言えば、安倍首相の方針は、総じて歓迎し

ているのではと思います。積極的に海外に出

向いていっている姿勢、長期政権になること

が予想されている安定性、それから日米同盟

を深化させようとしている姿勢など、日本国

内ではいろんな議論があるのはわかってい

ますけれども、アメリカからすれば、それは

歓迎すべきことですし、負担共有を求めてゆ

くことが国際協調路線だとするオバマ政権

の方針とも合致するかと思います。 

唯一の懸念が、私の話の中で指摘させてい

ただいたように、右派バネといいますか、そ

こに引きずられる形で、結果的にアメリカの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動半径といいますか、選択肢を狭めるこ

とになりはしないか、という懸念があること

です。そこを除けば、総じてこの政権は、ア

メリカにとっては、民主党、共和党を超えて

歓迎すべき政権なのではないか、と私は理解

しています。 

司会 どうもありがとうございました。 

「総理の米議会での演説が実現しますよ

うに」という、来年に向けての期待、希望を

ゲストブックに書いていただきました。きょ

うは本当にどうもありがとうございました。     

（拍手） 

（了） 


